
第８回包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）発効促進会議 

最終宣言の骨子 

 

１ 本会議にて批准国は署名国とともに一刻も早い発効促進のための具体的措置を議論。署

名開放後１７年経過した今，その発効はかつてなく喫緊の課題。ＣＴＢＴを引き続き最も

高い政治レベルで取り扱うことを要請（パラ１）。  

 

２ 包括的核実験禁止が核軍縮及び核不拡散のために効果的であることを再確認。国連総会

からの早期発効に向けた圧倒的な支援表明をはじめ，安保理決議第１８８７号や２０１０

年のＮＰＴ運用検討会議の最終文書はＣＴＢＴ発効に向けた国際社会の絶えることのな

い強い意思を表明（パラ２）。 

 

３ ＣＴＢＴ署名・批准の進展を歓迎。すべての未署名・未批准国，特に発効要件国が条約

の遅延なき一刻も早い発効に向け，署名・批准のため個別のイニシアティブをとることを

要請（パラ３）。 

 

４ ２０１０年ＮＰＴ運用検討会議の結論においても表明されているとおり，すべての国が，

核爆発実験，新たな核兵器技術の開発と使用及びＣＴＢＴの目的に反する行為を慎むとと

もに，現行の核実験モラトリアムを維持するよう要請（パラ４）。 

 

５ 北朝鮮による３回の核実験に関し，国連総会決議及び安保理決議第２０９４号，その他

関連する国連決議を踏まえ，六者会合共同声明の成功裡の実施を通じた核問題の平和的解

決の必要性を強調。また，北朝鮮による核実験への国際社会の非難は，ＣＴＢＴの規範的

強さを証明するものである（パラ５）。 

 

６ 本年２月の北朝鮮による核実験の際に証明された，ＣＴＢＴの検証体制の効果を評価す

る。国際監視制度（ＩＭＳ）が地震波や微気圧振動を検知し，有益な関連データが加盟国

に提供された（パラ６） 

 

７ 現地査察やＩＭＳを含む検証体制構築に関する包括的核実験禁止条約機関（ＣＴＢＴ

Ｏ）準備委員会の作業を完了できるよう，政治的かつ具体的な支援を継続（パラ７）。 

 

８ ＣＴＢＴ検証体制が，本来の機能に加え，津波警報システムやその他の災害警報システ

ムを含め科学及び民生上の利益をもたらしうることに留意。この観点から，２０１１年３

月１１日に福島にて発生した津波及びその後の原発事故に対するＣＴＢＴＯ準備委員会

の迅速な対応を想起し，この関連で同準備委員会と関連国際機関との間の協力の重要性を

強調。国際社会がこうした利益を幅広く共有されるよう確保すべく検討を継続（パラ８）。 

 

９ ＣＴＢＴ早期発効促進と普遍化のため次の具体的措置をとる決意を再確認（パラ９）。 

（１） 更なる署名と批准を促し，ＣＴＢＴを引き続き最も高い政治レベルで取り扱うこと

を要請。 

（２） 発効促進のための二国間，地域内及び多国間のイニシアティブを奨励。 



（３） 条約への署名・批准を促進するため，調整国（注）の選出を継続。 

（注）今次発効促進会議の議長国であるハンガリー及びインドネシアが務める。 

（４）事務局長によって賢人グループ会合が設立され，批准国による条約の目的促進及び早

期発効の推進支援に繋がることに留意。 

（５）ＣＴＢＴＯ準備委員会に、教育等を通じて条約に対する理解促進や検証技術の民生・

科学的応用上の利益の発信に係る活動の継続を要請。 

（６）政府間組織、ＮＧＯ、その他の市民社会との協力を奨励。 


